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これまでの技術やノウハウを継承し、変化に対応できる人財を育成
し、社員から信頼される組織づくりを目指します。広く社会から信
頼されるグループとなるよう、コーポレートガバナンスの充実を図
り、経営の健全性、効率性及び透明性を確保します。
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人材育成の推進
自己成長を続ける人材の育成

　当社は、未来志向の首都高人財を確保・育成するとともに、
社員の自律的な成長を促すことで、一人ひとりがありたい姿
を実現できることを目的に掲げ、基本的な考え方をまとめた
「人材育成基本方針」を策定しています。

貢献する
SDGs の

目標

会社が
期待する
社員像

お客さまに満足いただける質の高いサービス
を提供するため、相互に連携・支援しつつ責任
感を持って仕事に取り組み、自らの力を高めて
何事にもチャレンジする社員

人材育成のPDCAサイクルの構築
　会社が期待する社員の育成のため、職種ごとの人材育成プランや研修計画を策定し、これらに基づくOJT（On the 
Job Training）、Off-JT（Off the Job Training）を実施しながら、社員の自発的な自己啓発もサポートできる体制を整備
しています。また、社員一人ひとりが自らの力を高め、その能力・適性を十分に発揮できるよう、人事面談等を通じてそ
の効果を確認し、次年度の研修計画等に反映させる人材育成のPDCAサイクルを構築しています。

PDCAサイクル

OJT・Off-JT
自己啓発

任用・採用

職種別
人材育成プラン・
人材育成計画

人材育成基本方針 身上報告書や
人事評価結果等を
通じて検証

検証結果を踏まえ、
次年度に向けて
人材育成プラン・
人材育成計画を

見直し

Plan Do Check Action

価値創造ストーリー
（パーパス）

各施策の
ビジョン・戦略等
（DX戦略等）

長期ビジョン

中期経営計画

年度経営計画

　先輩社員を新入社員に対するOJTリーダーに選任する
ことで、社会人としての基本から業務に至るまで、OJTリー
ダーを窓口として新入社員が相談しやすく、職場全員で手
厚くサポートできる体制を整えています。また、各階層別研
修において、部下・後輩への育成力を向上させるためのプ
ログラムを実施しています。

［ OJT ］
　通信教育受講料の援助や推奨資格取得時の経済的支援
などを実施しています。また、高速道路事業を支えるととも
に、多様な事業展開に対応できる社員の能力開発を推進す
るため、海外・国内留学制度を設けています。

［ 自己啓発 ］



成
長
分
野
へ
の
挑
戦

環
境
・
社
会
へ
の
対
応

技
術
開
発
・
D
X
の

推
進

快
適
・
便
利
な

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

安
全
・
安
心
の
追
求

都
市
・
街
づ
く
り
へ
の

貢
献

人
財
・
組
織
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

強
化
に
よ
る
企
業
価
値
の
向
上

首都高サステナビリティレポート 2026 78

　各階層に期待される能力の向上等を目的とした「共通研修」、各部門における専門的知識、能力、技術力の習得を目的とし
た「部門別研修」、専門的知識の習得のため外部機関が実施する研修等に社員を派遣する「派遣研修」を主に行っています。
また、管理職層を対象とするマネジメント強化のための研修を継続的に実施し、組織マネジメント力の向上に努めています。

［ Off-JT ］

研修参加者数（2025年度）

共通研修 部門別研修 派遣研修

実施件数 41件 62件 128件

受講者数
（延べ人数） 1,002名 3,377名 486名

主な資格等保有社員数（2026年3月現在）

技術士

57名 

コンクリート診断士

46名

宅地建物取引士

117名

博士

8名 

土木鋼構造診断士

20名

社会保険労務士

8名

一級建築士

20名 

交通工学研究会　
認定TOE

8名

経営学修士（MBA）

9名

新入社員研修（現場業務見学） 新入社員研修（業務概要説明）
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　当社が培ってきた、都市内高速道路を「つくる・つかう・まもる」の3つの技術力は国内外で高い評価を得ています。
　これらの首都高を管理する技術力や知識・経験の伝承を確実なものとするための社内活動に力を入れています。

技術力、ノウハウの伝承

　社内外で指導できる高度な専門技術力や知識、業務経験を有
する社員を、各分野における「エキスパート」に任命し、その他の
社員の自己成長に対するモチベーションにつなげるとともに、社
内の人材育成、専門技術力強化、質の高いサービス提供等の促
進を図っています。当社ではエキスパートの役割を次のように位
置づけています。

［ エキスパート制度 ］

［ エキスパート制度 ］
エキスパートによる講演の様子

　若手エンジニアの基礎知識・専門技術力向上のため、
職場での日常業務に関わらず誰もが参加可能な現場見学
会、専門技術分野別の勉強会、技術的工夫・技術開発・研
究成果や過程を発表する技術発表会を開催しています。
　その他にも、業務に関する知識や経験の伝承に資する勉
強会等も開催しています。

［ 社内勉強会や発表会等の社内活動 ］

橋梁分科会の様子

海外での論文発表タイ国における研修（JICAプログラム）

　海外技術コンサルティング事業や国際貢献事業への参画と海外大学への留学,国際会議への参加等を通じてグローバル
人材を育成しています。

グローバル人材の育成

1 2 3 4
特定の専門分野に関する
後進の指導・育成、人から
人への技術の伝承

実務課題への指導及び
助言

外部の人脈等の活用によ
る最新技術の収集、社内共
有化

専門技術力の社外ア
ピール



成
長
分
野
へ
の
挑
戦

環
境
・
社
会
へ
の
対
応

技
術
開
発
・
D
X
の

推
進

快
適
・
便
利
な

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

安
全
・
安
心
の
追
求

都
市
・
街
づ
く
り
へ
の

貢
献

人
財
・
組
織
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

強
化
に
よ
る
企
業
価
値
の
向
上

首都高サステナビリティレポート 2026 80

　お客さまに安全･安心な道路を提供するためには、社員一人ひとりの安全意識を高め、首都高を守る自覚を育てるこ
とが重要です。
　取り組みのひとつとして、当社では「首都高安全月間」を定めています。その中で社員が直接現場で目視点検を行う
「首都高ウォッチング」、最新の点検･補修技術を学ぶ「点検･補修デモ」、首都高グループとお客さまが一体となり安全文
化を醸成する「安全標語」及び施設安全・工事安全・交通安全をテーマに社員の安全への相互理解を深める「安全対策事
例発表会」の実施などを通じて、安全意識のさらなる向上を図っています。 

安全意識の向上

社員による首都高ウォッチングの実施

2024年度交通安全標語ポスター

安全対策事例発表会の実施

社員が学ぶ点検･補修デモの実施

PAでの安全標語の掲示
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誰もが安心して働ける職場づくり
貢献する
SDGs の

目標

働き方改革の深化・社員のエンゲージメントが向上する施策の推進

　職場の心理的安全性を確保しつつ、多様なバックグラウンドを有する社員一人ひとりが首都高グループで働くこと
に意義と愛着を感じ、自らが会社や社会に貢献する意思を持って自走する、働きがいと誇りを持てる職場づくりのため
に各種の施策を推進しています。

多様で柔軟な働き方の推進

※子育てサポート企業の認定制度である「くるみん」よりもさらに両立支援の取り組み
　が進んでいる企業が、一定の基準を満たした場合に受けることができる特例認定

2017年12月認定

　社員は職場だけでなく、社会生活において家事や育児、
家族の介護、ボランティア、地域活動など様々なシーンで
それぞれの役割を担っています。当社では、スライド勤
務や在宅勤務といった多様な勤務体系を導入し、社員の
ライフスタイルやライフステージに応じた柔軟な働き方
を推進しています。
　また、社員の仕事と育児・介護の両立を支援するため
様々な取り組みも行っています。育児に関しては、育児
休業や育児目的休暇の積極的な取得を推奨しており、男
女問わず多くの社員が取得しています。これらの取得実

績や各種の制度整備等の取り組みが評価され、厚生労
働大臣から「プラチナくるみん認定※」を受けています。
社員が選択できる保育所の幅
を広げるため企業主導型保育
所の共同利用の仕組みも利用
しており、子育てをしながら
働き続けることができる環境
づくりに努めています。

傷病等
万が一に

備えた保険や
給付保障

休暇制度等
による育児・
介護支援

個人の生活と
福利厚生の充実

資格取得や
スキルアップ
等の自己啓発
を奨励

健康アプリの
活用等による
健康リテラシー
の向上

カフェテリア
プラン等に
よるオフタイム
の充実

企業年金による
老後の安心のため
の資産形成

住宅貸付等
ライフステージに
応じた生活支援

心身の健康を
バックアップする
健康管理体制

人事評価
制度の

適切な運用 役割と
活躍に応じた
処遇

デジタル技術の
さらなる活用による
業務の効率化

業務の棚卸の
徹底等による
業務改善の推進

社員が
つながり、
最大限に力を
発揮できる執務
環境の改善

育児・
介護にかかる
各種制度の利用
しやすい
環境づくり

ダイバーシティの
推進

働き方改革を
意識した多様な
勤務体系の
構築

ハラスメントの
撲滅

個人の特性に
応じた多様な
キャリアパス

定年延長の導入

信頼感醸成
による肯定感、
連帯感があり、
成長実感が得ら
れる職場づくり

社員のエンゲージメント向上

社員のエンゲージメント向上

　現在は主に新卒採用を担当しています。採
用活動を通して当社の魅力を伝える機会が
多くあり、自分自身で育児休業を取得した経
験があることで、当社を志望する方へよりリ
アルにお伝えできていると感じています。
　また、1か月間腰を据えて育児と向き
合ったことで、復職した後も戸惑うことな
く育児に関わることができています。
　今後、子どもが保育園に入園する際に
は、再度育休を取得する予定です。男性の
育児を当然のこととして応援してくれる
職場に、心から感謝しています。

VOICE

首都高速道路（株）総務・人事部人事課

髙田 和明
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男性の育児参加
休暇

配偶者の出産予定日の6週間前（多胎妊娠の場合は14
週間前）～出産日の8週間後までの期間（5日以内）

積立年休
（育児・介護）

小学校3年生までの子を看護する場合や要介護者を
介護する場合（過年度の未使用分を積み立てた年休
を使用）

介護休業 要介護者を介護する場合（同一介護状態につき合計
180日以内）

介護休暇 要介護者を介護する場合（毎年度5日以内。対象の要
介護者が2人以上の場合は10日以内）

産前産後休暇 出産予定日の6週間前（多胎妊娠の場合は14週間
前）～出産日の8週間後までの期間

育児休業 子が3歳に満たない期間（2回まで分割取得可）
出生時育児休業

（産後パパ育休）
出産日の8週間後までの期間（合計4週間（28日）以
内。2回まで分割取得可）

部分休業 子が小学校３年生を修了するまでの期間（１日２時間以
内）

子の看護等休暇 子が小学校3年生を修了するまでの期間（毎年度5日
以内。対象の子が2人以上の場合は10日以内）

配偶者の
出産休暇

配偶者の入退院の付き添いや公的手続きを要する期間
（3日以内）

両立支援のための主な制度

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

男性 23% 33% 50% 95% 85%

女性 100% 100% 100% 100% 100%

育児休業取得率

女性の活躍推進
　女性の積極的な採用とより活躍できる環境整備に取り
組んでおり、女性社員の多くが仕事と家庭を両立しながら
長期にわたり活躍しています。また女性活躍推進法に基づ
く行動計画を策定しており、当社における女性社員のロー
ルモデルを提示するとともに、ジョブローテーションや出
向も含めた体系的な育成プランの構築を推進しています。

多様な人材確保を目指して
　会社が期待する社員像をもとに、多様な人
材に活躍してもらうことを目指し採用選考活
動を実施しています。2025年度の新入社員は
39名（男性29名、女性10名）です。
　また、多様なキャリア経験を当社で活かし
てもらうため、キャリア採用を推進し、障がい
者雇用にも取り組んでいます。

　社員のキャリアを活かし、長く働きがいをもって活躍できる機
会を提供するため、2024年度より定年年齢を2年に1歳ずつ段階
的に65歳まで引き上げ、定年退職日を誕生日月の月末から年度末
に統一しました。
　2025年度末に定年退職を迎え、引き続き再任用制度のもと業務
に従事することとなった社員は7名でした。なお、60歳以降の新た
な働き方として、フルタイムで勤務することが困難な社員を想定
し、短時間勤務の形態を新たに導入するとともに、定年が65歳に
引き上げられるまでの間、暫定的に65歳までの再任用制度を取り
入れました。

職場環境の整備
 業務の効率化及び生産性の向上を図るため、職場環
境の整備を推進しています。

数値目標 実績

～2022年3月 2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

管理職に占める
女性比率 3.0%以上 2.4％ 3.1％ 2.8％ 3.1％ 3.7％

新規採用における
女性採用者数

毎年度20%以上
100％維持 24% 23% 16% 31% 26%

女性活躍行動計画・数値目標と実績

　相互理解の促進のためのスペースを設置し、社員間のコ
ミュニケーションの創出を図っています。

［ コミュニケーションスペースの設置 ］

定年延長制度の導入
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監査役会の役割

強固な経営基盤の構築に向けて
貢献する
SDGs の

目標

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方
　当社では、経営の意思決定、業務執行及
び監督さらにはグループの統制、情報開示
等について適切な体制を整備し、経営の健
全性、効率性及び透明性の確保に努めてい
ます。
　また、内部統制システムの運用状況の概
要を開示するなど、コーポレート・ガバナ
ンスの充実を図っています。

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役4名（全員、社外監査役）で構成される監査役会を設置しています。
　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席する等により、取締役の職務執行の監査を行っています。また、監査役会
は、監査役会規程に則り月1回開催を原則とし、必要に応じて随時監査役会を開催し、監査実施のために必要な決議を行
うとともに、監査実施状況の報告等を行っています。

コーポレート・ガバナンス体制

内部
監査

監査

会計監査

内部
監査

監
査
室

代表取締役社長

執行役員（各部門）

グループ会社

取締役会

監査役会

会計監査人

株主総会

経営の

健全性

経営の

効率性
経営の

透明性

ガバナンスの目的

● 内部監査、監査役監査及び会計監査人監査の相互連携については、内部監査実施状況報告、常勤監査役と内部監査部門との定期的な連絡会の開催、常
勤監査役に対する会計監査人からの監査実施状況報告等を通じて情報交換を図り、相互に効率的かつ効果的な監査活動が行えるよう努めています。

取締役会の役割
　取締役会は、経営の方針、法令で定められた事項その他の全社的に影響を及ぼす重要事項について、多面的な検討を
経た決議をするとともに、取締役の職務の執行状況を監督しています。開催は月１回を原則とし、法令に定められた事
項のほか、必要と認められる事項について報告を行うとともに、迅速かつ的確な意思決定をしています。
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コンプライアンス
企業倫理憲章・社員行動倫理規範

　取締役会が定めた「グループ倫理憲章」及び「社員行動
倫理規範」に基づき、社員は法令、定款及び社会規範を遵
守した行動をとることとしています。

首都高コンプライアンスマニュアル
　社員一人ひとりが常にコンプライアンスに則った行動
をとる助けとするため「首都高コンプライアンスマニュ
アル」を作成し、これを活用した研修や講演会を通じて、
コンプライアンス意識の徹底を図っています。

コンプライアンス委員会の設置
　コンプライアンスに関する事項を審議するため、社長、
総務・人事部担当役員、監査担当役員及び社長が指名す
る役員をもって構成するコンプライアンス委員会を設け
ています。また、社外の特別委員からの助言・指導を受け
ています。

アラームネット（内部通報制度）
　業務の遂行に伴う不正行為等のコンプライアンス違反
を防止し、首都高グループ全体の社会的信頼を確保する
ことを目的に、社員等からの通報を受ける窓口「アラーム
ネット」を設置しています。

リスク管理
　社会経済に関連するリスク、自然災害に関連するリスクなどリスク全般について頻度や重要度を勘案し、毎年度、経営
上重要なリスクやリスク管理方針を経営会議の審議を経て定めています。発生したリスクは取締役会及び経営会議に報
告するなど、リスク対応の実施状況を確認し、リスク管理を徹底しています。

取締役会

❶ 管理方針等の決定
　  ●経営上重要なリスクや
　　　リスク管理方針の審議

❷ リスク対応の実施
　  ●社会経済に関連するリスク
　  ●自然災害に関連するリスク
　　　などの管理

❹ リスク対応の改善
　  ●頻度や重要度を勘案して見直し

❸ リスク対応の確認
　  ●リスク管理の実施状況
　  ●発生したリスクを担当部門から報告

経営会議

担当部門

管理方針等に反映

リスク管理体制

報
告

❶ Plan
リスク管理方針等の決定
経営上重要なリスクやリスク
管理方針の決定

❷ Do
リスク対応の実施
担当部門でリスク対応を
実施

❸ Check
リスク対応の確認
リスク対応の実施状況を
確認

❹ Action
リスク対応の改善
リスク全般について頻度や
重要度を勘案して見直し

PDCAサイクル
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 当社は、個人情報について、「個人情報保護方針（プライバシーポリシー）」を定め、公表しています。今日のデジタル
社会において個人情報の保護が極めて重要な社会的責務であることを深く認識し、個人情報の保護を図っています。

1.法令等の遵守
個人情報の保護に関する法令及びその他の
規範を遵守し、個人情報の保護に万全を尽
くします。

個人情報保護

4.適正な取得
個人情報を取得するにあたっては、適法か
つ公正な手段により行います。

2.取扱いの制限 
個人情報を取扱うにあたっては、その利用
目的をできるだけ特定して行います。ま
た、当該目的の達成に必要な範囲を超え
て、個人情報を取扱うことがないよう措置
します。

8.利用及び提供の制限
法令に基づく場合を除いて、利用目的以外
の目的のために個人情報を自ら利用した
り、第三者に提供したりしません。

3.利用目的の明示 
お客さまご本人から書面等に記録された個
人情報を提供いただく場合には、法令に定
める場合を除き、あらかじめ利用目的を明
示します。

5.安全管理の措置 
当社自らが取扱う個人情報を漏えい、滅失、
毀損その他の危険から守るため、これを厳
重に管理します。また、取扱う必要がなく
なった個人情報については、速やかにこれ
を消去または破棄します。

6.役員及び社員の義務
当社の役員及び社員またはその職にあった
者においては、業務に関して知り得た個人
情報の内容をみだりに他人に知らせたり、
または不当な目的で利用したりすることを
厳に慎み、この方針に基づく義務を遵守し
ます。

7.外部委託業者の適切な選定と監督
外部の委託業者に個人情報を提供する場
合、個人情報を適正に取扱っていると認め
られる委託先を選定し、委託契約等におい
て、個人情報の安全な管理、秘密保持、再提
供の禁止等のために必要な事項を定めると
ともに、適切な監督を行います。

9.お客さまご本人からのお申し出に　
　よる開示、訂正、利用停止等
お客さまご本人から自らの個人情報の開
示、訂正、利用停止等のお申し出があったと
きは、法令に基づき、合理的な期間及び範囲
で対応します。

10.組織・体制の整備 
この方針を実行するため、適切な管理責任
体制を構築するとともに、研修・教育を通
じて継続的に役員及び社員に対する意識啓
発と周知徹底を図ります。

 首都高グループでは、グループ経営理念の実現に向け、業務上保有する情報資産を的確に取り扱うとともにこれを適
正に保護することを目的として、情報セキュリティ対策の基本方針（情報セキュリティポリシー）を以下のとおり定め
ています。

情報セキュリティ

適用範囲
この基本方針は、業務上保有する情報資産
及びこれを利用するすべての者（以下「情報
利用者」といいます。）に適用します。

情報セキュリティ体制
内部の組織ごとに情報セキュリティ責任者
を設置し、情報セキュリティ体制を構築し
ます。

情報セキュリティ対策
情報資産の可用性・完全性・機密性が確保
されるよう、物理的セキュリティ、人的セ
キュリティ、技術的セキュリティの3面か
ら適切な対策を実施します。また、これによ
り契約の相手先のセキュリティ水準を把握
し、適正な履行を確保します。

個人情報の取扱い
個人情報の取扱いに関しては、今日の高度
情報社会において個人情報の保護が極めて
重要な社会的責務であることにかんがみ、
別にプライバシーポリシーを定め、保護を
図ります。

情報セキュリティに関する教育
情報セキュリティ水準の維持又は向上を図
るため、必要な教育を継続的に実施し、関係
法令及び規則に関する情報利用者の理解を
深めることに努めます。

情報セキュリティに関する整備
情報セキュリティに関する体制の構築や対
策が確実に行われるよう、内部規則を定め、
遵守を情報利用者に義務付けます。また、対
策水準の向上を図るため、内部規則は継続
的に見直します。
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コーポレート・ファイナンス
着実な債務の引渡しと返済

債務の引渡しとは
　道路資産（会社資産となるものは除く）の完成後、道路資産の形成に要した額と同額の債務を高速道路機構に引き渡
します（＝高速道路機構が債務を引き受ける）。
　債務の引渡しにあたっては、高速道路機構と債務引受契約を締結し、原則として弁済期日が到来する順に債務を選定
し、高速道路機構へ引き渡します。
　新設工事等の場合にあっては高速道路の開通ごとに、また修繕工事にあっては四半期ごとに高速道路機構へ債務を
引き渡します。

高速道路事業スキームにおける資産・債務の流れ

投資家の皆さま
機関投資家さま

高速道路機構

首都高速道路（株）

建設資金（社債・借入金）

建設資金（無利子貸付）

債務引渡し

高速道路資産引渡し（開通日）

高速道路資産貸付け（開通日）

道路資産貸付料

通行料金

（主に政府保証）

債務返済 高速道路資産
の保有

お客さま

高速道路の
新設・改築・修繕・
特定更新等工事

●新大宮上尾道路
●更新事業 等

高速道路の維持・管理
料金徴収

政府・地方公共団体（出資者）

元
金
返
済

借
換
資
金
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債務の引渡し実績

2017年度迄 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 合計

債務引渡実績額 1,651,223 93,945 251,383 110,765 124,834 90,430 10,570 151,825 73,500 2,558,475

うち無利子借入 513,276 2,295 64,033 765 834 0 0 1,825 0 583,028

うち有利子債務 1,137,947 91,650 187,350 110,000 124,000 90,430 10,570 150,000 73,500 1,975,447

（単位：百万円）

●2026年3月31日現在
●政府保証債及び社債（財投機関債）は額面ベースです。

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度

債務引渡予定額 108,482 162,044 161,604 58,121 85,167 118,185 44,135 38,126

うち無利子借入 0 1,660　 0 0 0 706 0 0

うち有利子債務 108,482 160,384 161,604 58,121 85,167 117,479 44,135 38,126

（単位：百万円）

●2026年3月31日現在
●引渡予定額は原則として「都道首都高速１号線等に関する協定」(2026年3月27日付変更)の収支予算の明細に基づき記載しています。
●各年度における実際の債務引渡額は、工事の進捗状況等により上記予定と異なる場合があります。

債務の引渡し予定

債務の返済
　2025年3月末現在の高速道路機構の債務残高は、発足時より▲14.1兆円の24.1兆円となっています。
高速道路機構の債務残高（高速道路会社6社合計）

40

38

36

34

32

30

28

（兆円）

38.2

36.2
37.1

35.9
35.4

35.1
31.8

31.3

31.7

31.1

31.5

30.6

30.7

30.2

31.1

30.4

30.9

29.7
29.1

30.5
29.3

28.5

26

24

22
発足時
2005年
10月

2006
年度

2005
年度

2007
年度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

28.6

27.6

計画
実績

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

28.5

27.2

債務残高
高速道路機構発足時より

14.1兆円減少

27.5 28.1

26.3

27.3 27.0 26.8

25.724.8
24.1

29.1

27.5

28.5

26.8 26.4

37.2

出典：「高速道路機構ファクトブック2025」
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　当社は、国際資本市場協会（ICMA）が定めるソーシャルボンド原則等に基づくソーシャル・ファイナンス・フレーム
ワークを策定し、2022年6月に株式会社格付投資情報センター（R&I）から第三者評価を取得しています。2022年度
からソーシャル・ファイナンス※として資金調達を開始し、趣旨にご賛同いただいた多くの投資家の皆さまから投資表
明及び融資表明をいただいています。
　当社は、調達した資金を活用し、所要時間の短縮や渋滞の緩和、インフラの高齢化対策、大気環境改善などの当社が直
面する社会的課題の解決に努めていきます。

ソーシャル・ファイナンスによる資金調達

※「ソーシャル・ファイナンス」とは、社
会的課題解決に向けたプロジェクト
に充当することを目的とした資金調
達手段です。

〈 ソーシャル・ファイナンス 〉

新大宮上尾道路（与野～上尾南）建設事業 高速大師橋更新事業

IR報告書及びIR動画の作成
　投資家の皆さまに向け高速道路事業スキームや債務の特性、調達した資金の充当先等についてとりまとめた「IR報
告書」及び「IR動画」を作成し、当社Webサイトで公表するとともに、投資家の皆さまを個別訪問する際にも活用して
います。

現場視察会及び各種説明会の開催
　市場関係者向けに、当社事業への理解をより深めていただくことを
目的とし、調達した資金の充当先である高速道路の建設現場等をご覧
いただく現場視察会を定期的に開催しています。また、当社の今後の計
画や、財務情報等をご理解いただくために、事業計画説明会や決算説明
会を開催しています。

投資家の皆さまに向けたIR活動

　投資家の皆さまを個別に訪問し、高速道路事業スキームや債務の特性、調達した資金の充当先等についてご説明する
とともに、年度全体の資金調達計画等をお伝えすることで、投資家の皆さまに当社事業への理解を深めていただけるよ
う努めています。

投資家個別訪問

現場視察会

〈 IR情報 〉

IR説明イメージ
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事業評価
道路事業に係る厳格な評価の実施

　事業の効率性や実施過程における透明性を一層向上させるため、事業着手前から完了後までの各段階において、事業
の必要性や効果を客観的に評価し公表しています。

事業評価の実施フロー

実施年度 事業評価 事業名
2022年度 事後評価 高速晴海線
2023年度 再評価 新大宮上尾道路（与野～上尾南）
2024年度 事後評価 高速横浜北線　高速横浜北西線

近年の事業評価実施実績

貢献する
SDGs の

目標

計
画
段
階
評
価

新
規
事
業
採
択
時
評
価

新
規
事
業
採
択

着
工

完
了

①
再
評
価

②
再
評
価

③
再
評
価

事
後
評
価

②5年間事業継続

①3年間
未着工

③再評価後
5年経過ごと

完了後
5年以内

［ 新規事業採択時評価 ］
　新規事業の採択時において、費用対効果（B/C）分析を含めた事業評価を実施します。

［ 事業再評価 ］
　「事業採択後3年間未着工または5年間継続中の事業」・「再評価実施後に5年間が経過した時点で継続中の事業」につ
いて再評価を実施し、必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止します。

［ 事後評価 ］
　事業完了後5年以内に、事業の効果、環境への影響等の確認を行い、必要に応じて適切な改善措置、同種事業の計画・
調査のあり方等を検討します。

事業評価の仕組み

事業評価監視委員会の設置
　再評価、事後評価を実施する際は、当社が提出した対応方針（案）について、学識経験者等から構成される事業評価
監視委員会を設置して審議を行っています。不適切な点や改善すべき点があると認められたときは意見の具申を行
います。
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入札・契約手続
新たな取り組み

貢献する
SDGs の

目標

　公共工事の発注者に求められる競争性、公平性、透明性を確保しつつ、高い品質を目指した契約方式を採用している
ほか、円滑な事業推進と品質確保等への新たな取り組みを行っています。
　新たな取り組みとその特徴は次のとおりです。

配置予定技術者の契約後特定
�配置予定技術者の特定時期について、参加表明書提
出時から契約後の特定を標準とすることで、より柔
軟な受注体制・技術者配置を実現

技術評価点の評価項目にカーボンニュートラル
の取り組み実績を導入
�温室効果ガス排出削減目標であるSBT認定を取得し
ている場合に技術評価点を加算

工事における一括審査方式の試行導入
�一定の条件を満たす複数の工事案件について、競争
参加資格確認等の一連の手続きを一括して行う一括
審査方式を試行導入

担い手育成促進業務の試行
�次世代の担い手育成を目的として、従前の首都高未
経験技術者活用業務に代わり2023年４月より試行
を開始
�経験の少ない技術者を管理技術者として配置すると
ともに、経験を補うために管理補助技術者を配置し
た場合には技術評価点を加点
�技術者資格以外の項目は管理技術者（経験の少ない
技術者）に代わり管理補助技術者で評価

ICT活用推進による受発注者双方の生産性向上
�工事及び調査・設計業務で競争を行う全ての方式に
おいて、電子入札を実施
�お取引先様の同意を得た全ての契約案件において、
電子契約を実施
�契約手続において、Webを活用した資料閲覧を導入
�工事に加え、調査・設計業務に情報共有システム

（ASP）を試行導入

 入札・契約手続における公正の確保と透明性の向上を図るため、外部有識者で構成された「入札監視委員会」を設置
しています。委員会の主要な業務は次のとおりです。

入札監視委員会の設置

1.入札監視
入札・契約手続の運用状況等についての報
告を受け、一般競争に係る資格の設定理由
等を審議の上、意見の具申または勧告を行
います。

3．再苦情処理 
入札及び契約の過程に関する再苦情処理に
ついての審議を行います。

2．独占禁止法違反の監視
入札に参加した業者間に独占禁止法違反
等の違法行為の疑いがある場合は、事実調
査の実施及びその結果報告を会社に求め
ます。

　反社会的勢力には毅然として対応しており、当社が発注する工事等の契約手続において暴力団排除に関する誓約事
項の承諾を求めるルールを定めるなど、暴力団関係企業等の排除を徹底しています。

反社会的勢力への対応
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工事の安全対策
工事事故防止の取り組み

貢献する
SDGs の

目標

安全意識向上に向けた各種講習会の開催 
　工事安全に対する知識の習得や危険に対する意識の向
上を目的とする講習会を作業従事者向けに開催し、事故
防止を呼びかけています。特に塗装工事現場で働く作業
従事者を対象とした講習会は、（一社）日本橋梁・鋼構造
物塗装技術協会ご協力のもと、2025年度は9回開催し、
約450名が受講しました。

現場安全パトロールの継続実施
　現場に潜むリスクを確実に把握し、事故発生を未然に
防止するため、工事現場における火災予防、有害物質取扱
いによる健康障害予防、足場からの墜落・転落等事故防
止及びライフラインへの接触・損傷事故防止対策の推進
等をテーマとして、現場安全パトロールを定期的に実施
しました。

作業従事者向け講習会

安全パトロールの実施

 工事事故防止に向け、「工事安全重点事項の５項目」を定め、様々な取り組みを実施しました。

1
火災事故の防止

2
労働災害の防止

3
公衆災害の防止

4
交通事故の防止

5
規制内進入事故の削減




